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令和６年度 第１回差別事象検討小委員会 
 
 
 

日 時 令和７年１月７日(火) 午後１時３０分～３時 
場 所 県庁第二庁舎 ９階 第２０会議室 

 
 

  １ 開 会 
 
 
 
  ２ 挨 拶 
 
 
 
  ３ 議 事 
 
  （１）会議の公開、非公開について 
 
  （２）県内で発生している差別事象について 
 
   
  ４ その他 
 
 
 
  ５ 閉 会 
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鳥取県人権尊重の社会づくり協議会 

差別事象検討小委員会 

 

【委員】         任期：令和 5 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで 

氏 名 所属・活動等 出欠 

池谷
いけたに

 千
ち

恵
え

 
鳥取看護大学、鳥取短期大学ヘルスサポート 

センター 専任カウンセラー 
〇 

 神庭
かんば

  誠
まこと

 
米子市教育支援センター（ぷらっとホーム） 

副センター長 
〇 

北村
きたむら

 秀
ひで

徳
のり

 
公立鳥取環境大学、鳥取看護大学・鳥取短期 

大学非常勤講師 
○ 

中井
なかい

  浩
ひろし

 鳥取県ケータイ・インターネット教育推進員 × 

松田
ま つ だ

 博
ひろ

明
あき

 大山町中山ふれあいセンター 館長 ○ 

山本
やまもと

 真
まさ

輝
き

 鳥取市民総合法律事務所 弁護士 × 

６名：(５０音順) 
【事務局】 

氏 名 所属・職名 備 考 

明場 達朗 人権尊重社会推進局 局長  

古田 慎一 人権尊重社会推進局 人権・同和対策課長 
 

永井 英之 
人権尊重社会推進局 人権・同和対策課 
同和対策担当 課長補佐 

 

谷本 花梨 
人権尊重社会推進局 人権・同和対策課  
同和対策担当 主事 

 

 
 

【差別事象検討小委員会の概要】 

差別事象への対応の検討をより一層進めるため、平成 23 年 12 月に鳥取県人権尊重の

社会づくり協議会の小委員会として差別事象検討小委員会を設置している。 
 
■目的： 鳥取県内で発生した同和問題など人権に係る差別事象の正確な実態把握と原因

や背景の分析及び対応策並びに今後の効果的な啓発方法の検討を行う。 

■位置づけ：人権課題について広くかつ専門的に議論いただいている鳥取県人権尊重の社
会づくり協議会の小委員会と位置づける。 

■委員： 近年の新たな人権問題であるインターネット上の人権問題に詳しい委員や、現
場に密着した法律家、活動の実践者や有識者で構成するとともに、活動に機動
性を持たせるため、26 名の協議会委員のうちの一部の委員で組織する。 

■その他： 検討結果を上部の組織である協議会へ報告する。 
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○鳥取県人権尊重の社会づくり条例 

平成 8 年 7 月 9 日 
 鳥取県条例第 15 号 

 
すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳及び権利について平等であり、

人間として尊重され、基本的人権の享有が保障されなければならない。これは、人類普遍の原理
であり、自由と正義と平和の基礎であり、かつ、法の下の平等及び基本的人権の保障を定めた日
本国憲法の精神にかなうものである。 

この理念の下に、お互いの人権が尊重され、誇りをもって生きることができる差別と偏見のな
い社会が実現されなければならない。 

ここに、我々鳥取県に暮らすすべての者は、豊かな自然に抱かれ、歴史と文化を育んできたふ
るさと鳥取の地で、共に力を合わせてこの使命を達成することを決意し、真に人権が尊重される
社会とするため、この条例を制定する。 

 
（目的） 
第１条 この条例は、人権尊重に関し、県、市町村及び県内に暮らす全ての者の果たすべき責務

を明らかにするとともに、その施策の基本となる事項を定めることにより、人種、国籍、民族、
信条、年齢、性別、性的指向、性自認、障がい、感染症等の病気、職業、被差別部落の出身で
あることその他の事由を理由とする差別その他の人権に関する問題(以下「人権問題」という。)
への取組を推進し、差別のない真に人権が尊重される社会づくりを図ることを目的とする。 

 
（県の責務） 
第２条 県は、前条の目的を達成するため、人権尊重の社会づくりに関する施策(以下「人権施策」

という。)を積極的に推進するとともに、県行政のあらゆる分野で人権に配慮し、人権尊重の社
会的環境づくりと人権意識の醸成及び高揚を促進しなければならない。 

２ 県は、人権施策を推進するに当たっては、国、市町村及び関係団体と連携協力しなければな
らない。 

３ 県は、市町村が実施する人権施策について、必要な助言その他の支援を行うものとする。 
 
（市町村の責務) 
第３条 市町村は、県が実施する人権施策に協力するとともに、自らの行政分野で人権尊重に配

慮し、人権意識の醸成及び高揚に努めなければならない。 
 
（県内に暮らす全ての者の責務) 
第４条 県内に暮らす全ての者は、相互に人権を尊重し、自らが人権尊重の社会づくりの担い手

であることを認識し、人権意識の向上に努めるとともに、県が実施する人権施策に協力しなけ
ればならない。 

 
（県、市町村及び県内に暮らす全ての者の相互の協力等) 
第５条 県、市町村及び県内に暮らす全ての者は、真に人権が尊重される社会を実現するため、

職域、学校、地域、家庭その他の様々な場において、相互に協力しながら、あらゆる差別の解
消に取り組むものとする。 

 
（基本方針) 
第６条 知事は、人権施策の総合的な推進を図るため、人権施策の基本となるべき方針(以下「人

権施策基本方針」という。)を定めるものとする。 
２ 人権施策基本方針は、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 人権尊重の基本理念 
(2) 人権教育及び人権啓発に関すること。 
(3) 差別実態の解消に向けた施策に関すること。 
(4) 相談支援体制に関すること。 
(5) 人権施策の推進に資する調査に関すること。 
(6) 第 2 号から前号までに掲げるもののほか、人権尊重の社会づくりのための重要な施策に関

すること。 
(7) 人権問題における分野ごとの施策に関すること。 
(8) 前各号に掲げるもののほか、人権施策を推進するために必要な事項 

 
（差別のない社会づくりの推進) 

資料１ 
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第７条 何人も、職域、学校、地域、家庭その他の様々な場において、第 1 条に掲げる事由を理
由とする次に掲げる行為(インターネットを通じて行う行為を含む。以下この条において「差別
行為」という。)をしてはならない。 
(1) 誹謗中傷、著しく拒絶的な対応、不当な差別的言動その他の心理的外傷を与える行為 
(2) いじめ又は虐待 
(3) プライバシーの侵害 
(4) 不当な差別的取扱い 

２ 県は、差別行為を防止するため、人権に関する正しい知識の普及による偏見の解消をはじめ、
必要な人権教育及び人権啓発を積極的に行うものとする。 

３ 県は、差別行為を受けた者に対して、次条の規定による相談対応その他必要な支援を行うも
のとする。 

４ 県は、差別行為の防止のための施策を効果的に実施するため、差別行為の実態の把握並びに
必要な情報の収集及び分析を行うものとする。 

 
（人権に関する相談) 
第８条 知事は、人権尊重の社会づくりを推進するため、人権相談窓口(県民の人権に関する各般

の問題につき、相談に応じるとともに、相談をした者(以下「相談者」という。)への支援を行
うための窓口をいう。以下同じ。)を設置する。 

２ 知事は、人権相談窓口において人権に関する相談を受けたときは、専門的知見を活用しなが
らその相談に応じるとともに、その当事者の相互理解と自主的な取組による解決を促進するた
め、次に掲げる支援を行うものとする。 
(1) 相談者への助言 
(2) 国、県、市町村等が設置する相談機関(人権に関する相談、助言、苦情処理等を専門的に

行う機関をいう。)その他の関係機関(以下単に「関係機関」という。)の紹介 
(3) 関係機関と連携した相談者の支援 
(4) その他相談者及び関係機関に対する必要な支援 

３ 知事は、前項の支援を円滑に行うため、関係機関との緊密な連携の確保に努めるものとする。 
４ 前 3 項に定めるもののほか、人権相談窓口の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 
 
(鳥取県人権尊重の社会づくり協議会) 
第９条 人権施策基本方針その他人権施策に県内に暮らす全ての者の意見を反映させるため、地

方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 138 条の 4 第 3 項の規定に基づき、鳥取県人権尊重の社会
づくり協議会(以下「協議会」という。)を設置する。 

２ 知事は、人権施策基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ、協議会の意見を聴くものと
する。 

３ 協議会は、人権尊重の社会づくりに関する事項に関し、知事に意見を述べることができる。 
 
第 10 条 協議会は、委員 26 人以内で組織する。 
２ 委員は、人権に関し学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。 
３ 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
４ 委員は、再任されることができる。 
５ 前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 
 
附 則 

この条例は、平成 8 年 8 月 1 日から施行する。 
附 則(平成 21 年条例第 14 号) 
(施行期日) 
１ この条例は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

(鳥取県知事等の給与及び旅費等に関する条例の一部改正) 
２ 鳥取県知事等の給与及び旅費等に関する条例(平成 19 年鳥取県条例第 38 号)の一部を次のよ

うに改正する。 
〔次のよう〕略 
附 則(令和 3 年条例第 12 号) 
(施行期日) 
１ この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
（鳥取県附属機関条例の一部改正) 
２ 鳥取県附属機関条例(平成 25 年鳥取県条例第 53 号)の一部を次のように改正する。 
〔次のよう〕略 
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○鳥取県人権尊重の社会づくり協議会規則 

 

平成 8 年 7 月 26 日 

鳥取県規則第 56 号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、鳥取県人権尊重の社会づくり条例(平成 8 年鳥取県条例第 15 号)第 10 条第

５項の規定に基づき、鳥取県人権尊重の社会づくり協議会(以下「協議会」という。)の組織及

び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（会長） 

第２条 協議会に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がその職

務を代理する。 

 

（会議） 

第３条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、在任委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

（小委員会） 

第４条 協議会に、専門の事項を調査検討させるため必要があるときは、小委員会を置くことが

できる。 

２ 小委員会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 前２条の規定は、小委員会に準用する。 

 

（意見の聴取） 

第５条 協議会及び小委員会は、必要があると認めるときは、議事に関し専門的な知識を有する

者に対して、出席を求めて意見を聴き、又は意見書の提出を求めることができる。 

 

（雑則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

附 則 

この規則は、平成 8 年 8 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 21 年規則第 19 号)抄 

(施行期日) 

１ この規則は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則(令和 3 年規則第 14 号) 

この規則は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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○鳥取県情報公開条例(抄) 

 

    第４章 情報公開の一層の推進 

 

（情報公開の一層の推進） 

第 34 条 実施機関は、この条例の目的にかんがみ、公文書の開示をするほか、県民に対し、必要

な情報を分かりやすく、積極的に提供するよう努め、情報公開の一層の推進を図るものとする。 

 

（情報提供施策の充実等） 

第 35 条 実施機関は、県民が県政に関する情報を迅速かつ容易に得られるよう、広報及び広聴の

活動の充実、刊行物その他の資料の積極的な提供、情報通信技術を活用した多様な媒体による

情報提供の推進等により情報提供施策の充実に努めるものとする。 

 

（計画等の積極的な公開） 

第 36 条 実施機関は、重要な計画、事業等について、進行状況その他の情報の公開を積極的に行

い、県民の理解と協力を深めるよう努めるものとする。 

 

（会議の公開） 

第 37 条 実施機関の附属機関その他これに類する会議は、公開するものとする。ただし、法令等

の規定により公開することができないとされているとき及び次に掲げる場合であって当該会議

で非公開を決定したときは、この限りでない。 

(１) 非開示情報が含まれる事項について審議、審査、調査等を行う会議を開催する場合 

(２) 会議を公開することにより、当該会議の公正又は円滑な運営に著しい支障が生ずると認め

られる場合 

２ 知事は、会議の公開に関し準拠すべき指針を定め、これを公表するものとする。 

 

 

 

 

 

資料２ 
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○審議会等の会議の公開に関し準拠すべき指針 

 

平成 12 年 3 月 31 日 

鳥取県告示第 218 号 

 

 鳥取県情報公開条例(平成 12 年鳥取県条例第 2 号)第 37 条第 2 項の規定に基づき、次のとおり

会議の公開に関し準拠すべき指針を定めたので、告示する。 

 

   審議会等の会議の公開に関し準拠すべき指針 

 

１ 趣旨 

この指針は、鳥取県情報公開条例（平成 12 年鳥取県条例第２号。以下「公開条例」という。）

第 37 条第２項の規定に基づき、実施機関の附属機関その他これに類する会議（以下「審議会等」

という。）の公開に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 対象となる審議会等 

この指針の対象となる審議会等は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３

項の規定に基づき設置された附属機関及びこれに類する会議とする。 

 

３ 会議の公開 

審議会等の会議は、公開とする。ただし、法令又は条例（以下「法令等」という。）の規定

により公開することができないとされているとき及び次のいずれかに該当する場合であって４

により当該会議で非公開を決定したときは、この限りでない。 

 

(１) 公開条例第９条第２項各号に掲げる情報が含まれる事項について、審議、審査、調査等を

行う場合 

(２) 会議を公開することにより、当該会議の公正又は円滑な運営に著しい支障が生ずると認め

られる場合 

 

４ 例外として会議を非公開とする場合の手続等 

(１) 審議会等の長は、当該審議会等の会議が３の(１)又は(２)に該当する場合（当該会議中

に３の(１)又は(２)に該当するに至った場合を含む。）であって、当該会議を非公開とす

ることが適当であると認めるときは、当該会議に諮って非公開の決定を行うものとする。 

(２) 審議会等は、(１)により会議の非公開を決定しようとする場合において、３の(１)又は

(２)に該当する部分とそれ以外の部分を分割して審議することができるときは、当該３の

(１)又は(２)に該当する部分に係る会議のみについて非公開の決定をし、それ以外の部分

に係る会議は、公開しなければならない。 

(３) 審議会等は、その会議の全部又は一部を非公開とすることを決定したときは、その理由

を明らかにしなければならない。 

 

５ 公開の方法等 

(１) 審議会等の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に、当該会議の傍聴を認めることに

より行う。 

(２) 審議会等は、会議の傍聴を認める者の定員をあらかじめ定めるとともに、傍聴者全員が

傍聴することのできる傍聴席を設けなければならない。 

(３) 審議会等は、会議の傍聴者が会議資料を閲覧できるようにしなければならない。 

(４) 審議会等は、会議を公開するに当たっては、会議が公正かつ円滑に行われるよう、傍聴

に係る手続及び遵守事項を定めるものとする。 

 

 

～ 以 下 略 ～ 
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○審議会等の会議の公開に関し準拠すべき指針の解釈及び運用について 

 

                       平 成 １ ２ 年 ４ 月 １ 日 制 定 

                       総 務 部 長 通 知 

                          平成１５年２月２５日改正 

                       総 務 部 長 通 知 

                       平成２５年３月２３日改正 

                       未 来 づ く り 推 進 局 長 通 知 

                       平成２５年１１月１８日改正 

                       未 来 づ く り 推 進 局 長 通 知 

令 和 元 年 ７ 月 ５ 日 改 正 

 

１ 指針の趣旨について 

審議会等の会議は、県の各種施策の企画立案又は執行の過程において重要な役割を果たして

いることから、鳥取県情報公開条例（平成１２年鳥取県条例第２号。以下「条例」という。）

第３７条第１項において会議の公開について規定し、会議における審議等の状況を明らかにす

ることにより、県民参加による開かれた公正な県政を推進することとしている。条例３７条第

２項の規定により規定された審議会等の会議の公開に関し準拠すべき指針（平成１２年鳥取県

告示第２１８号。以下「指針」という。）は、その基本方針を示したものである。 

 

２ 対象となる審議会等について 

（１）指針２の地方自治法第１３８条の４第３項の「附属機関」とは、鳥取県附属機関条例（平

成２５年鳥取県条例第５３号）第２条の規定により設置された附属機関をいう。 

 

（２）指針２の「これに類する会議」とは、（１）以外に実施機関が設置する審議、審査、調査

等を行うため、県民、学識経験者等を構成員とする会議をいい、実施機関の内部会議、事業

関係者等との打ち合わせ会議等は含まない。 

 

３ 会議の公開について 

条例第９条第１項では、県の保有する公文書の公開を定めている。ただし、同条第２項によ

り法令等の規定により公開することができないときなどについては、公文書の開示をしないこ

ととしている。審議会等の会議についても、条例第３７条第１項により、これを原則公開とし、

ただし、法令等の規定により公開することができないときなど一定の場合には、当該会議を非

公開とすることとしている。指針３は、そのことを確認したものであり、その趣旨は次のとお

りである。 

 

（１）指針３の法令等の規定により会議を公開することができない場合における法令等とは、法

律、政令、省令及び条例をいう。審議会等は法令等を遵守する義務があり、それらに公開す

ることができないことが定められている場合には、当該会議を公開することができないこと

を確認したものである。 

（２）指針３の（１）は、条例第９条第２項各号に定める情報（以下「非開示情報」という。）

に該当すると認められる事項について審議等を行う場合であって、当該会議で公開しないと

決定したときは、非公開とすることとしたものである。これは、公文書の開示請求において

は開示しないとされている事項について公開の場で審議等を行うことは、条例の趣旨に反し

適当ではないためである。その非公開の決定は公文書の場合と同様厳格に行い、その決定は

真にやむを得ない理由がある場合に限られる。 

（３）指針３の(２)は、会議における公正かつ円滑な議事運営を確保するため、必要な場合には、

公開しないというものである。これは、審議事項等の内容によっては、会議を公開した場合

に、審議妨害や委員に対する圧力等が加えられたり、公正又は円滑な議事運営が著しく阻害

されて、その結果として県全体の利益が損なわれることがあり得るためである。したがって、

議事運営に著しい支障が生じることが相当確実に予想される場合であって、当該会議で公開

しないことを決定したときに限り適用するものであり、その運用は厳格に行う必要がある。 
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４ 例外として会議を非公開とする場合の手続等について 

（１）指針４の(１)により、法令等の規定により公開できないときを除き、会議の非公開は、当

該審議会等がその会議において決定しなければならないとしている。これは、審議会等とし

ての独立性を尊重するとの観点から、審議等の結果に一義的な責任を有する当該審議会等が

自らの責任において決定すべきであるためである。 

（２）指針４の(２)により、一つの会議で公開する部分と非公開とする部分を分割して審議する

ことができる場合は、非公開とする部分に係る会議のみについて非公開の決定をし、それ以

外の部分の会議については公開しなければならないとしている。これは、会議のうち非公開

とする部分以外については、原則公開の立場から、公開しなければならないというものであ

る。 

（３）指針４の(３)により、審議会等が会議を公開しないことを決定した場合は、その理由を明

らかにしなければならないとしている。これは、審議会等がその会議を非公開とすることに

ついて責任を持って判断したことを明らかにするとともに、その判断の公正さを担保しよう

とするものである。 

（４）会議の非公開の決定に当たっては、次により行うこととする。 

ア 新たに設置される審議会等については、最初の会議において決定するものとする。 

なお、非公開の決定は、審議会等が、非公開とする場合の事務の内容又は審議事項等及

び非公開とする理由を明らかにした上で行わなければならない。 

イ 非公開に関して決定された内容については、文書で明らかにしておくこととする。 

ウ 非公開を決定した後に新たに審議する事項が追加される等の理由により、新たに非公開

の決定を行うべき事情が生じたときは、審議会等は、その都度、会議において非公開を決

定しなければならない。 

エ 一つの会議で公開する部分と非公開とする部分が存することとなる場合は、原則として

公開とする部分の審議が終了してから非公開とする部分の審議を行うものとする。 

オ 実施機関は、非公開の決定について、県民課に報告することとする。 

 

 

～ 以 下 略 ～ 
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報告の概要(令和６年１月～１１月報告分) 
 

１ 高齢者福祉施設での部落差別発言 

発生日時 令和６年２月２０日（火） 

発生場所 高齢者福祉施設（民間）食堂前廊下 

内  容 施設入所者Ａさん（認知症の疑いがある）が大きな声で歌を歌っていると、同施

設入所者であるＢさんから注意をされた。Ａさんは注意されたことに腹を立て、「こ

の同和が」と発言した。 

対応概要 【２月２０日（火）】 

・Ｂさんから甲町高齢者施設担当課職員に電話があり判明した。その後同課の課長

に報告。 

【２月２１日（水）】 

・甲町高齢者施設担当課職員がＢから聞取を行う。この後、甲町人権担当課に連絡

し、人権担当課から教育長に報告。 

【２月２２日（木）】 

・甲町人権担当課職員が、施設に出向き、施設長及びＡさん、Ｂさんの同意のもと

聞取を行う。 

【２月２７日（火）】 

・聞取内容を町長、副町長、教育長に報告。 

【３月１９日（火）】 

・甲町差別事象検討委員会において報告を行い、再発防止に向けた取組や効果的な

啓発方法等について協議した。 

（委員から出された意見） 

今回のことで施設内で日常的に入所者同士で被差別部落出身の人を教えあうこと

が行われていることが分かった。このことは、町内の他の施設についても同じよ

うな状況なのではないかと感じた。入所施設は生活の場でもあり、差別される側

が我慢する状況ではいけないと思う。対策をしっかり考えていただきたい。 

 

背   景 
 ・ 

課   題 

（背景）部落差別の厳しい時代を経験し、学習する機会も少なかった高齢者の中には、 

根強い差別意識を持ったままの方がいる。高齢者が一緒に生活する施設の中 

で普段は心の中に留めていた差別意識が、感情的になったことで表面化した。 

（課題）施設の入所者の人権が守られ安心して生活できる施設内の環境づくり。 

部落問題に対する偏見や差別意識の解消に向けた取り組み。 

今 後 の 

取 組 

【高齢者福祉施設（民間）】 

①施設内の研修実施 

・コロナ禍で中断していた施設入所者対象の人権研修を再開していく。 

・月 1 回実施している職員と入所者の懇話会において、今回の事案について話を行

う。 

②施設利用者への分かりやすい相談窓口の周知。 

・第三者委員が毎年無料の相談会を施設内で開くので、職員に話しづらいようなこ

とがあれば相談するよう周知を行っている。 

・地域包括支援センターのような外部の相談窓口についても施設内に掲示を行い周

知している。 

 

【甲町高齢者施設担当課】 

①町内の他の高齢者福祉施設も含めた啓発を行う。 

・部落差別の厳しい時代を経験して、学習する機会が少なかった高齢者の中には、

根強い差別意識を持ったままの方がいることを認識しながら、他の施設とも連絡

を取り合い、再発防止を考えていきたい。 

 

資料３ー１ 
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【甲町人権担当課】 

①人権研修のＤＶＤ教材の貸出、講師派遣 

・施設から人権研修の相談があれば、講師派遣を行ったり、ⅮＶＤ教材の貸出を行

うなどの支援を行う。 

②効果的な啓発方法についての検討 

・関係課と連携して分かりやすい啓発動画等を作成し施設に提供できないか考えて

いる。 

③施設内の環境づくりへの協力 

・人権標語・啓発ポスター等の提供を行い、施設内の環境づくりに協力する。 

・人権週間に人権擁護委員による事業所訪問が行えないか検討していく。 

 

その後の 

取組状況 

●甲町による部落解放月間における啓発活動の実施 

行政及び関係機関が連携して、部落差別の早期解決に向け呼びかけを行った。 

【施設訪問】 

①実 施 日 ７月１２日（金） 

②訪問施設 町内高齢者福祉施設 ３か所、町外事業所 １ヶ所 

③実施内容  

・部落解放月間の周知（県作成啓発ポスター、リーフレット等の配布） 

・職員研修実施の呼びかけ 

・「部落差別解消推進法」の周知 

④参加者 町長、副町長、各課管理職員、文化センター職員 

 

【街頭啓発】 

①実 施 日 ７月１０日（水）及び１２日（金） 

②訪問施設 町内商業施設 ２か所 

③実施内容  

 部落解放月間のテーマ等が記載された啓発グッズ（ティッシュ）及び県作成啓発

リーフレットの配布。 

④参加者 各課管理職員、公民館長、人権担当課職員等 

※上記の取り組みは、今後も継続して行う予定。 

 

●施設入所者及び職員への人権研修の実施 

甲町人権担当課職員（２名）が、当該高齢者福祉施設に出向き、施設入所者及び施

設職員に対し、人権教育研修会を実施した。 

①実 施 日 １１月２６日(火） 

②研修内容 

・動画視聴による啓発。（鳥取県人権文化センター作成動画） 

 人の考えや判断に歪みや偏りをもたらす「バイアス」について学んでもらう内容。 

・差別なんて知らない（無知）、わからない（無理解）、興味なし（無関心）、かかわ

りがない（無化）という考えが、「差別があり続ける社会」を支えてしまっている。 

・たいていの人は、自分の無知や偏見に気づかず、「自分は差別しない」と思ってい

ること。 

・人権侵害や差別は、「人権侵害や差別をされる人」の問題ではなく、「人権侵害や

差別をする人」の問題であること。 

 上記の点について、自分自身を振り返っていただくように説明した。 

※人権学習は繰り返し学び続けることが大切であり、安心して生活していけるよう

今後も引き続き学びを深めていただくことを伝える。 
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２ 人権・同和問題講演会アンケートへの賤称語の記載 

発生日時 令和６年７月１７日（水） 

 

発生場所 エースパック未来中心 小ホール 

 

内  容 県主催の人権・同和問題講演会の参加者に対するアンケート（無記名）の回答に、

賤称語が記載されているのを県人権・同和対策課職員が発見した。 

内容は「部落差別問題に関し、今後聞いてみたい講演の内容又は講師があればお

書きください」の設問に、『表題（人権・同和問題講演会アンケート）が「同和」

ではなく「〇〇〇〇」でしょ』と賤称語が記載されていた。 

 

背   景 
 ・ 

課 題 

・この事象は、賤称語を用いていることから無知が原因ではなく、被差別部落の方

に対する差別意識が存在していると言える。 

・部落差別解消のための講演会の中であえて差別行為を行っていることから敵対的 

で、また匿名であることを利用して意図的に行っており、極めて悪質な事象であ 

る。 

 

・県では、部落差別の解消に向けて、同和問題を正しく理解していただくよう、講 

演会などの啓発活動を行ってきたが、現在もなお部落差別が存在している。 

・今回の事例のように意図的に差別を行っているような人に対する啓発が課題であ 

り、啓発活動を充実強化していく必要がある。 

 

今 後 の 

取 組 

・現在もなお存在する部落差別、被差別部落出身者に対する差別意識をなくしてい

くため、従来から行っている啓発活動を点検し、より効果的な啓発活動の実施に

ついて検討していく。 

 

・啓発活動の充実強化に当たっては、部落解放月間等の機会を捉えて、また、市町

村や関係団体と協働して行うなど、啓発が多くの県民に届くよう工夫して参りた

い。 

 

・当委員会での検討結果も併せて、鳥取県同和対策協議会に事象の報告を行い、当

協議会としての今後の取組についても議論していきたい。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

資料３ー２ 
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３ 町議会議長宛に送られた差別投書 

発生日時 令和６年９月１８日（水） 

発生場所 乙町議会事務局 

内  容 乙町議会議長宛に送られた郵便物を議会事務局職員が開封したところ「町の防災 

マップに同和地区を色分けし、誰が見ても分かるようにしてほしい」、「私の家系に

は同和は入れたくない。町も土地の売買に役に立つと思います。議会で検討してみ

て下さい。」等と書かれていた。手紙は差出人が無記名であった。 

対応概要 【９月１８日（水）】 

 乙町議会事務局から同町の人権担当課に連絡があり、関係者と今後の方向性につ

いて協議し、町長及び関係団体に報告 

【９月２０日（金）】 

 乙町人権担当課が報告書を作成し、関係者で情報共有して今後の対応を協議 

【１０月１日（火）】 

 議会全員協議会で議会議長が差別事象の報告 

【１０月８日（火）】 

 県へ状況報告 

【１０月１７日（木）】 

差別事象対策委員会（第１回）開催 

【１１月１２日（火）】 

差別事象対策委員会（第２回）開催 

 

背  景 
 ・ 

課  題 

・今回の事案は、未だ根強く残っている部落差別の大きな課題である、「結婚差別」

「土地差別」の典型的なものであり、部落差別の解消に向けた取組を妨げる悪質

で許しがたい差別投書である。また、手紙という方法で自分の立場を守り、差出

人を特定できないようにしていることから、こうした行動に至った意識の背後に

あるものが確認できない事案でもある。 

 

・人権教育推進協議会等が中心となって講演会、各種講座、集落での人権問題学習

会等の学びの機会を通じて啓発活動を継続して実施してきたが、被差別部落に対

しての偏見、忌避意識が払拭されず、差別意識が根強く心に潜在したままの人も

いるという事実を認識し、今後の啓発が一人ひとりの心に届くものとなるよう、

啓発活動、学習の在り方の再検討が必要である。また、議会においても情報共有

を図り、研修会等を開催して一層人権が尊重される取組みを推進することが重要

である。 

 

今 後 の 

取 組 

・町として、今回の事案を踏まえ職員に周知及び研修を行い、差別事象対応マニュ

アル等の見直しも検討しながら徹底を図る。 

・町民に対して、広報や学習会を通じて一層の教育・啓発を推進していく。 

・各関係機関と連携協力関係を深め、人権尊重の意識がより一層広まるよう推進す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料３ー３ 
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差別事象検討⼩委員会に報告された部落差別事象の件数 

年 度 件 数 
差 別 事 象 の 内 容 

結 婚 就 職 発 言 落 書 投 書 その他 ( その他の内容 ) 
H12 26     14 10 1 1 ・ホームページへの差別文書（電子メール） 

H13 14     9 4 1     

H14 24     5 15 2 2 ・電話での地区の問い合わせ 

H15 26     14 10   2 ・電話での不動産取引についての問い合わせ 

H16 16     3 11   2 ・ホームページの差別文書（電子メール） 
・電話での地区の問い合わせ 

H17 18       15 1 2 ・電話での地区出身の問い合わせ 
・感想文 

H18 5     1 4       

H19 14     1 6 1 6 

・電話による地区の問い合わせ（2 件） 
・同和地区を差別し個人を誹謗する差別文書

の配布（３件） 
・差別張り紙 

H20 7       6   1 ・土地売買に関する地区の問い合わせ 

H21 4     1 3       

H22 11     3 4 1 3 ・電話による地区の問い合わせ（3 件） 

H23 7     2 2   3 
・電話による地区の問い合わせ（2 件） 

・差別文書の送付（1 件） 

H24 9     5 3   1 ・差別文書の送付 

H25 4     1 2   1 ・人権侵害記載封筒の投棄(1 件) 

H26 3     1 1   1 ・電話による地区の問い合わせ 

H27 2            2 ・電話による地区の問い合わせ(2 件) 

H28 4     1 2   1 ・電話による地区の問い合わせ 

H29 6     2 1   3 
・土地売買に関する地区の問い合わせ 
・⾏政ホームページ意⾒フォームへの書込み 
 (2 件) 

H30 2      2 ・電話による差別発言 
・ホームページ意⾒フォームへの書込み 

R１ 2   1   1 ・電話による地区の問い合わせ 

R２ ６   １ １  ４ 
・電話による地区の問い合わせ（2 件） 

・電話による地区に関する発言（2 件） 

R３ ２   １   １ ・電話による地区の問い合わせ 

R４ ３   １  １ １ ・電話による地区の問い合わせ 

R５ ２   １   １ ・電話による地区の問い合わせ 

R６ ３   １  １ １ ・人権・同和問題講演会アンケートへの賤称
語の記載 

総  計 220 0 0 6９ 100 ９ 4２  

（注）この資料は、市町村が把握し、県に報告があったものであり、県内で発生した全ての差別事象を 

記載したものではない。 

資料４ 


